
川崎市土地区画整理事業助成規則 

 

昭和４４年１０月３１日 

           川崎市規則第８８号 

 

   最近改正 平成１３年３月３０日規則第５０号 

 （目的） 

第１条  この規則は、土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号。以下「法」と

いう。）第３条第２項の規定により土地区画整理事業を施行する土地区画整理組

合に対し、その事業費の一部を助成することにより、当該土地区画整理事業の円

滑な施行を図り、もって健全な市街地の造成に資することを目的とする。 

 

（助成の対象） 

第２条 この規則による助成の対象は、次に掲げる要件に該当する土地区画整理事

業（法第２条第１項に規定する土地区画整理事業をいう。以下「事業」とい

う。）を施行する土地区画整理組合（法第３条第２項に規定する土地区画整理組

合をいう。以下「組合」という。）のうち市長が適当と認める組合とする。 

（１）法第１４条第１項又は第３項の規定による認可に係る事業計画において施行

地区の面積が１０ヘクタール（施行地区のすべてが都市計画法（昭和４３年法

律第１００号）第７条第１項に規定する市街化区域に属するものにあっては、

２ヘクタール）以上であること。 

（２）事業の施行後における施行地区内の公共施設（法第２条第５項に規定する公

共施設をいう。）の用に供する土地の面積の割合が施行地区の面積に対してお

おむね２５パーセント以上であること。 

 

（助成金） 

第３条 市長は、組合に対し、次項及び第３項に規定する助成金の額の範囲内にお

いて、事業の施行状況に応じ、予算で定めるところにより助成金の交付を行うも

のとする。 

２ 助成金の額は、次の各号に掲げる費用について、当該各号に定めるところによ

り算出した額とする。 

（１）事務費 市長が別に定める基準に基づいて算定する額に１００分の３８を乗

じて得た額 

（２）調査設計費 １平方メートル当たり３５円に施行地区の面積を乗じて得た額 

（３）工事費 施行地区内の都市計画において定められた道路（幅員１２メートル

以上のものに限る。）及び道路法（昭和２７年法律第１８０号）にいう道路

（幅員１６メートル以上のものに限る。）の用に供する土地の取得に要する費

用として市長が別に定める基準に基づいて算定する額に２分の１を乗じて得た

額 

３  法第１２０条第１項の規定により公共施設管理者の負担金を求める組合にあっ

ては、前項の規定により算出した額から当該負担金の額を控除したものをもって

助成金の額とする。 

 



 

 （助成の申請） 

第４条  この規則により助成を受けようとする組合は、助成金交付申請書（第１号

様式）に次に掲げる図書を添えて市長に申請しなければならない。 

（１）事務費の助成に係るものにあっては、当該年度の収支予算書 

（２）調査設計費及び工事費の助成に係るものにあっては、工事等に関する設計図

書 

（３）その他市長が必要と認める図書 

 

  （助成の決定） 

第５条  市長は、前条の規定による申請があったときは、審査の上助成することが

適当と認めたものについて、助成金交付決定通知書（第２号様式）により交付決

定の通知をするものとする。 

２ 市長は、前項の規定による助成の決定をするにあたり、事業を適切に行わせる

ため必要な条件を付けることができる。 

 

（実績報告等） 

第６条 交付決定の通知を受けた組合は、当該年度が終了したとき又は助成金に係

る工事等が完了したときは、実績報告書（第３号様式）に市長が必要と認める図

書を添えて市長に報告し、その検査を受けなければならない。 

 

 （助成の取消し等） 

第７条 市長は、決定通知を受けた者が次の各号の一に該当することになったとき

 は、すでになした助成の決定を取消し、又は交付した助成金の全部若しくは一部

 を返還させることができる。 

（１）正当な理由なく事業の施行を著しく遅延させたとき。 

（２）事業を中止し又は廃止したとき。 

（３）この規則に違反したとき。 

 

（委任） 

第８条 この規則及び川崎市補助金等の交付に関する規則（平成１３年川崎市規則

第７号）に定めるもののほか、この規則の実施に関し必要な事項は、まちづくり

局長が定める。 

 

   附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 川崎市土地区画整理助成規程（昭和１２年川崎市規則第６号）は、廃止する。 

   附 則（昭和４７年４月２８日規則第１０５号） 

 この改正規則は、公布の日から施行し、昭和４７年４月１日から適用する。 

   附 則（昭和４８年６月７日規則第５６号） 

 この改正規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（昭和５４年３月１７日規則第７号） 

  



 

（施行期日） 

１ この改正規則は、昭和５４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この改正規則施行の際、現に土地区画整理事業を施行しているものに対し、改 

正後の規則第２条第２号に規定する事業に要する調査設計費については、同号の

規定にかかわらず、１平方メートル当たり２５円以内の額に設立認可時の施行面

積及び昭和５４年度以後の当該土地区画整理事業に係る調査設計費執行予定額を

乗じて得た額をこの改正規則施行の日の前日における当該土地区画整理事業に係

る調査設計費総予算額で除して得た額に相当する額で市長が定める額とする。 

   附 則（昭和５５年１２月８日規則第８３号） 

 （施行期日） 

１ この改正規則は、公布の日から施行し、昭和５５年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ この改正規則施行の際、現に土地区画整理事業を施行しているもので、昭和５ 

４年度及び昭和５５年度の２年度にわたって調査設計費を交付するものに対する

昭和５５年度の調査設計費については、改正後の規則第２条第２号の規定にかか

わらず、昭和５４年度の調査設計費交付決定額に３０を乗じて、２５で除して得

た額に相当する額で市長が定める額とする。 

   附 則（昭和５８年３月３１日規則第３６号） 

 （施行期日） 

１ この改正規則は、昭和５８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この改正規則施行の際、現に土地区画整理事業を施行しているもので昭和５６ 

年度、昭和５７年度及び昭和５８年度の３年度にわたって調査設計費を交付する

ものに対する昭和５８年度の調査設計費については、改正後の規則第２条第２号

の規定にかかわらず、昭和５７年度の調査設計費交付決定額に３５を乗じて、３

０で除して得た額に相当する額で市長が定める額とする。 

   附 則（昭和５９年３月１２日規則第１０号） 

 この改正規則は、昭和５９年４月１日から施行する。 

   附 則（昭和６２年３月３１日規則第４４号） 

 この改正規則は、昭和６２年４月１日から施行する。 

   附 則（平成６年３月１４日規則第９号） 

 この規則は、平成６年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１３年３月３０日規則第５０号） 

 この規則は、平成１３年４月１日から施行する。 


